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本研究では，少子高齢化および人口減少が大きな問題となっている地方都市圏における持続可能な都

市構造を実現するために，その評価方法を確立することを目指し，将来の人口減少を推計した上で，

[1]津波災害リスクの減少，[2]都市サービスを享受不可能な居住者数の抑制，[3]自動車移動距離削減に

よる温室効果ガス削減の3点から，持続可能な都市構造を評価する．この結果として，現状のまま推移

した場合には，将来においても多大な津波災害リスクが残存すること，現状においても多数の商業施

設撤退リスクが存在すること，居住地により自動車依存度の差異があることが明確となった．対象都

市圏内の人口減少を補うように，想定浸水深2m以上エリアにおける木造住宅居住者の移転進めれば，

津波災害リスクを軽減することが可能であることを示した． 
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1. はじめに 

 

 地方都市圏では，少子高齢化および人口減少が大きな

問題となっている．このため都市サービスの運営・維持

が困難になり，撤退するリスクが指摘されている都市サ

ービス撤退に伴い，交通弱者の孤立・買い物難民の発生

などの問題が発生している．また，地方都市圏では自動

車利用が増加しており，温室効果ガス排出削減が求めら

れている．これらの問題を解決するために集約型都市構

造の実現が必要とされている． 

 一方，我が国では多くの甚大な災害が発生しており，

災害に強いまちづくりが求められている．東日本大震災

の事例では，津波浸水深2m以上の地域では，建物の流

失や全壊などの大きな被害が報告されている．近い将来

に南海トラフ巨大地震の発生が想定されており，被災想

定地域では災害リスクを減少させる都市構造へ転換して

いく必要が指摘されている．このように，都市により交

通機関・人口分布・災害リスクなど重視すべき観点が異

なり，それぞれの都市に適した持続可能な都市構造に再

編していく必要がある． 

 本研究では，地方都市圏における持続可能な都市構造

を実現するために，その評価方法を確立することを目指

す．このため，徳島東部都市圏を対象として都市構造の

再編を考える．対象都市圏では自動車保有率が高く，自

動車依存型社会となっており，人口減少による都市サー

ビスの撤退可能性が高まっている．また，対象都市圏の

市街地は津波浸水想定2m以上の範囲内にも広く存在し

ており，大きな被害が想定される．そこで，将来の人口

減少を推計した上で，[1]津波災害リスクの減少，[2]都

市サービスを享受不可能な居住者数の抑制，[3]自動車

移動距離削減による温室効果ガス削減の3点から，持続

可能な都市構造を評価する． 

 

 

2. 対象都市圏の都市構造に関する現状把握 

 

(1) 現在人口の把握 

対象都市圏における現在人口について整理する．対象

都市圏は，徳島東部都市計画区域に藍住町，板野町およ

び上板町を加えたものである．徳島県の2010年度国勢調 
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         図-1 現在人口分布 

 

査1)による人口分布を1kmメッシュ単位で図-1に示す．対

象都市圏では，沿岸部および吉野川流域において人口が

集中している． 

 現在（2010年時点）の性別年齢階層別人口を図-2に示

す．対象都市圏の現在人口は615千人である．50~54歳の

人口が最も多く，30歳未満の年齢階層では徐々に人口が

減少傾向にあることがみてとれる． 

 

(2)将来人口の推計 

対象都市圏における現在人口に基づいて，コーホート

要因法2)を用いて，将来人口を1kmメッシュ単位で年齢

階層別に推計した．「現在」から30年後の2040年時点を

「将来」として，将来の性別年齢階層別人口の推計結果

を図-3に示す．将来の人口推計では527千人となり，現

在人口より88千人程度減少する結果となった．また現在

の性別年齢階層別人口と比較すると，男性・女性とも後

期高齢者人口が増加するとともに，40歳未満の年齢階層

での人口減少が顕著であり，現状のまま推移すれば，人

口減少および少子高齢化社会が形成されることがわかる． 

 

 

3. 都市構造リスクの把握 

 

 ここでは，都市構造によるリスクとして，[1] 津波災

害リスク，[2] 都市サービスを享受不可能な居住者数の

抑制に関わる商業施設撤退リスク，[3] 自動車移動距離

削減による温室効果ガス削減に関わる自動車依存リスク

について，対象都市圏の現状と将来（現状のまま推移）

を評価する． 

 

(1) 津波災害リスク 

津波災害リスクを把握するために，津波浸水想定地域

における現在人口および将来人口を求める．対象地域に

おける津波浸水想定地域およびDID地区を図-4に示す．

対象地域の人口集中地区の大部分が想定浸水深2m以上

の区域に含まれている．また，津波浸水想定地域には， 

 

図-2  現在の性別年齢階層別人口 

 

図-3 将来の性別年齢階層別人口 

 

 

図-4 津波浸水想定地域とDID地区 

 

対象都市圏の主要な市街地の大半が含まれている．  

津波浸水想定地域内の現在人口および将来人口を，想

定浸水深別に集計した結果を図-5に示す．現在における

浸水想定地域人口は326千人であり，将来においては285
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千人である．また，想定浸水深2m以上の地域の居住人

口は，現在193千人，将来168千人となっており，対象都

市圏人口の3割を占める．したがって，将来においても

津波災害リスクのある地域に多数の居住者が存在するこ

とに留意する必要がある． 

津波浸水深2m以上の場合には，木造住宅が全壊する

ことが想定されている．そこで，想定浸水深2m以上の

地域における木造住宅居住者数を，津波災害リスクの評

価指標とする．木造住宅居住者数は，年齢階層別人口に，

木造住宅率を乗じて算出する．木造住宅率については，

平成22年度国勢調査より，構造別住宅数を用いて，市町

別に設定した．想定浸水深2m以上の地域における将来

の木造住宅居住者数を年齢階層別に推計した結果を図-6

に示す．木造住宅の全壊可能性がある想定浸水深2ｍ以

上のエリアに，将来も100千人程度の木造住宅居住者が

推計された．また，65歳以上の高齢者が30％である．こ

のように，現状のまま推移した場合には，将来において

も多大な津波災害リスクが残存することがわかる． 

 

（2）商業施設撤退リスク 

 対象都市圏における人口減少に伴う商業施設の撤退可

能性について分析する．商業施設としては，スーパーを

対象として撤退リスクを判断する．既存研究3)における

撤退の判断基準を参考として，スーパーの利用圏を半径

800m，必要集客数を5千人と設定し，利用圏内の人口が

この値を下回った場合に撤退リスクが生じると仮定する．

この基準は人口密度2,488人/km
2 に相当する． 

 対象都市圏における全店舗について撤退リスクを評価

し，判定結果を市町村単位で集計した結果を図-7に示す．

対象都市圏全体では約70％の店舗に撤退リスクが存在す

る結果となった．徳島市では，現在4割程度の店舗で撤

退リスクがみられ，将来には約半数までに至る．鳴門市，

小松島市，石井町では，現在では撤退リスクのない店舗

も存在しているが，将来時点では人口減少により，撤退

リスクのない店舗は極めて少数となる．それら以外の市

町では，全店舗で現在において撤退リスクがある．  

 

（3）自動車依存リスク 

 環境負荷の低い持続可能な都市構造を目指して，都市

のコンパクト性を測定するために，現況の居住地域別自

動車依存リスクを評価する．パーソントリップ調査結果

（2000年）から居住市町別の一日一人当たりの自動車移

動距離を算出した結果を図-8に示す．自動車依存度を表

す自動車移動距離は板野町で11.9km ，上板町で9.0kmと

高く，最も低い徳島市では1.5kmであった．このように，

居住地により自動車依存度の差異があることがわかる． 

 つぎに，将来の居住地域別自動車依存リスクを評価す

るために，自動車移動距離推計モデルを構築する．小ゾ 

 

図-5 浸水想定地域人口 

 

 

    図-6 浸水想定地域の将来木造住宅居住者数 

 

図-7 商業施設撤退リスク 

 

図-8 日平均自動車移動距離 

    

ーン単位でデータを整理して，ゾーンi の一日一人当た

りの自動車移動距離Liを目的変数とし，事業所アクセシ

ビリティAi および一人当たりの自動車保有台数Biを説明

変数として，式(1)に示す非線形回帰モデルを適用する． 
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ここで，事業所アクセシビリティAiは,ゾーンiから各

事業所までの平均距離として，事業所まで距離をゾーン

間距離dijで代用し，各ゾーンjの事業所数sjより，式(2)を

用いて算出する．  

 



 



j

j

j

ijj

i
s

ds

A    (2) 

 最小二乗法による係数パラメータの推定結果を表-1に

示す．決定係数r
2 は0.44となり，一定のモデルの適合度

が確保できている．また，いづれのパラメータについて

も統計的に有意である．したがって，仮定したモデル構

造が妥当であると判断した． 

 

 

4. 津波災害リスクを考慮したシナリオの評価 

 

 津波災害リスクを考慮して，想定浸水深 2m 以上の地

区を津波災害リスクの高いエリアとし，全壊可能性があ

る木造住居の居住者が長期的（30 年間）に徐々に移転

していくことを想定する．移転機会の現実性を考慮して，

将来時点で 65歳未満（現在 35歳未満）の木造住宅居住

者 69,664人を移転の対象とする． 

つぎに，想定浸水深 2m 未満のエリアで移転先を検討

する．就業地および家族との近居を考慮すると，対象都

市圏外への移転は適当ではない．一方，前述したように

対象都市圏では，将来の人口減少が推計されている．そ

こで，対象都市圏内の人口減少を補うように，移転を進

めることができるならば，都市のコンパクト性を保持し

つつ，人口減少による都市サービスの撤退も抑止できる

と考えられる． 

 想定浸水深 2m 以上のエリアを除き，1km メッシュ単

位で，将来における減少人口を推計した結果を図-9 に

示す．対象都市圏における津波浸水想定外のエリア [A]

では 44,882人，想定浸水深 1ｍ未満を含むエリア[B]では

53,173 人，2m 未満を含むエリア[C]では 70,973 人の人口

が減少すると推計された．したがって，それぞれのエリ

ア[A]~[C]での人口減少分に相当する人口が，津波浸水想

定エリアから移転できるとするシナリオ[A] ~[C]を評価

することとした． 

 各シナリオの津波災害リスクについての評価として，

移転を行わない場合（現状推移）と比較して，浸水想定

エリア内の高齢者を除く木造住居居住者数を図-10に示

す．この結果から，高齢者を除くすべての木造住居居住

者を，対象都市圏内の津波浸水想定外のエリアに収容で

きないが，想定浸水深 2m未満のエリアには収容可能で

あることがわかった． 

 

表-1 自動車移動距離推計モデルのパラメータ推定結果 

 

 

図-9 将来の人口減少状況 

 
 図-10 浸水想定地域内の将来木造住宅居住者数(65歳未満) 

 

 

5. おわりに 

 

 本研究では，津波災害リスクを考慮する必要がある地

方都市圏における持続可能な都市構造の評価方法につい

て，徳島東部都市圏を対象に具体的に検討した．また集

約型都市構造の理念に対応した津波災害リスク削減のた

めのシナリオを提示した．この結果として，対象都市圏

内の人口減少を補うように，想定浸水深2m以上エリア

における木造住宅居住者の移転進めれば，市街化調整区

の緩和あるいは新規の都市開発を伴わず，津波災害リス

クを軽減することが可能であることを示した． 
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要因 係数 ｔ値
β 0：定数項 0.62 3.34
β 1：自動車保有台数(台/人) 1.07 5.90
β 2：各ゾーンから事業所までの平均距離 0.47 7.06
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